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はじめに

令和７年度の事業実績及び調査・研究報告等を取りまとめ、静岡県精神保健福祉セ

ンター所報としてお届けいたしますので、本号を御高覧の上忌たんのない御意見・御

指導を賜りますようお願いいたします。

令和６年の精神保健福祉法の改正に伴い、非自発的入院に関わる精神医療審査会に

おける審査件数が大幅な増加傾向にあります。この審査件数の増加に対応するため、

それまでの審査会の体制の見直し等を図り、審査会の実施回数の増加、それに伴う審

査会委員の増員を行いました。医療看護、司法、ケースワークやソーシャルワークと

いった本来の多忙なお仕事の傍ら、ご協力いただいている審査委員の先生方には、感

謝の念が堪えません。今後も精神疾患に悩む方達の人権等に配慮した審査体制の維持

に努めていく所存です。

当センターの大きな責任として、第２に、都道府県は、市町村が行う精神保健関係

の相談・支援事業について、必要な援助を行うよう努めることとなりました。自治体

の相談支援の対象の見直しに伴い、精神障害者のほか、精神保健に課題を抱える方達

も対象に拡がり、市町村が実施する精神保健関連の相談・支援事業も多局面に及ぶよ

うになりました。

これまでにも当センターでは、精神保健福祉業務に新たに携わることになった方々

を対象に、精神保健福祉業務基礎研修会といった研修会や、自殺対策の一環として一

般の県民を対象としたゲートキーパー養成研修などを行っておりました。今回の相談

支援対象の見直し拡大により、これまで以上に市町村に対し相談業務等のスキルアッ

プが求められるようになっているため、対応できるよう、当センターでも従来の研修

のやり方等を見直すなどの活動を開始しております。今後はこれらの活動を通して、

市町村に対してより充実した援助ができるよう、頑張ってまいる所存です。

第３に、依存症対策があります。７年度も依存症対策の講演会や研修会などを開催

しました。また「依存相談」として、アルコールや薬物、ギャンブルに悩む方々の相

談に応じております。自助グループの回復者による相談や、専門病院のスタッフによ

る相談など、多彩な支援者による相談活動を継続しております。これらの活動は、断

酒会やダルクの皆様、及び地域の精神科医療を提供していただいている医療機関の

方々の多大なる御協力がなければ、到底できないものです。この場をお借りして改め

てお礼を申し上げます。

第４に、自殺対策・教育や、引きこもり支援についても新たな視点も取り入れなが

ら、引き続き取り組んで参ります。

これからも時代の変化や要請に応じながら、精神保健福祉の技術的中核機関として

当センターに課された使命である「県民の精神保健福祉の増進を図る」という根幹を

忘れず、着実に地道に活動を続けていきたいと考えています。今後ともよろしくお願

いいたします。

令和８年８月

静岡県精神保健福祉センター所長

新里 馨
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Ⅰ センター概況
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１ 沿革

２ 庁舎の概要

所在地 静岡市駿河区有明町２－20

建 物 静岡県静岡総合庁舎 別館４階

３ 事務及び事業の概要

精神保健福祉センターは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第６条の規定に基づき、

静岡県が設置する精神保健及び精神障害者の福祉に関する総合的技術センターとして、地域の

精神保健福祉における活動推進の中核的な機能を備えている。

発足以来、住民の精神的健康の保持増進、精神障害の予防、適切な精神医療の推進、地域生

活支援の促進、自立と社会経済活動への参加の促進のための援助等を行っている。

市町及び市町を支援する保健所と協働し、精神障害者等のニーズや地域の課題を把握した上

で、障害保健福祉圏域等の単位で精神保健医療福祉に関する重層的な連携による支援体制の構

築に向け、以下の各業務を総合的に推進している。

(１) 企画立案

地域における精神保健医療福祉の包括的支援を推進するため、精神保健に関する地域

課題の整理及び対応策の検討、精神障害者の地域生活支援の推進方策や、医療計画、健

康増進計画、アルコール健康障害対策推進計画、犯罪被害者等支援計画、ギャンブル等

依存症対策推進基本計画、障害者基本計画、 障害福祉計画、自殺対策計画等の地域にお

ける精神保健福祉施策の計画的推進に関する事項等について、専門的な立場から、県庁

主管課と協働し、企画立案を行い、市町村や保健所をはじめとした関係機関に対しても

意見を述べる等を行っている。

昭和 32 年 12 月 27 日 静岡県精神衛生相談所が県立病院養心荘に併設される。

昭和 41 年４月１日 精神衛生法の一部改正により、静岡県精神衛生センターとなり静岡

市曲金５丁目３－30 に独立した庁舎と専任職員（所長以下６名）で

発足する。

昭和 59 年 10 月１日 清水市辻４丁目に移転する。

昭和 59 年 11 月１日 診療所として保険診療を開始する。

昭和 63 年７月 20 日 精神衛生法が精神保健法に変わり、名称が静岡県精神保健センター

となる。

平成７年７月 21 日 精神保健法が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下「精

神保健福祉法」という）に変わり、名称が静岡県精神保健福祉セン

ターとなる。

平成 10 年４月１日 機構改革により、静岡県こころと体の相談センター精神保健福祉部

（精神保健福祉センター）となる。

平成 10 年６月１日 静岡市有明町２－20 の現庁舎に移転する。

平成 17 年４月１日 機構改革により、静岡県こども家庭相談センター精神保健福祉部

（精神保健福祉センター）となる。

平成 21 年４月１日 静岡県自殺予防情報センター設置

平成 25 年４月１日 機構改革により、静岡県精神保健福祉センターとなる。

平成 25 年４月８日 静岡県ひきこもり支援センター設置

平成 28 年４月１日 静岡県自殺予防情報センターの機能強化に伴い、名称を静岡県地域

自殺対策推進センターに改める。

平成 30 年４月１日 静岡県精神保健福祉センターを依存症相談拠点とする。
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(２) 技術支援

保健所、市町村等関係機関に対し、協議の場への参画、研修、事例検討、意見提案、

情報提供、講師派遣等の専門的立場から技術支援を行う。

(３) 人材育成

保健所、市町及び関係機関で精神保健福祉業務に従事する職員に対して、静岡県等全

体の施策に関することや、事例検討等を含む精神保健福祉の相談支援に係る専門的研修

等を行い、人材の育成及び技術的水準の向上を図る。

(４) 普及啓発

メンタルヘルス、精神疾患及び精神障害についての正しい知識、相談支援等の社会資

源及び精神障害者の権利擁護等に関しての普及啓発を行う。また、保健所及び市町村が

行う普及啓発活動に対して専門的立場から協力及び援助を行う。

(５) 調査研究

地域の精神保健福祉における活動推進並びに精神障害者の地域生活支援の促進及び

自立と社会経済 活動への参加の促進等についての調査研究を行う。

精神保健及び精神障害者の福祉等に関する統計やデータベース等 を活用及び分析し、

市町村の規模や資源によって 住民への支援に差が生じないよう、企画立案に役立てる。

(６) 精神保健福祉に関する相談支援

心の健康に関する相談や精神医療の新規受診や受診継続に関する相談、ライフステー

ジごとのメンタルヘルス及び精神疾患の課題、それらを背景とした自殺に関連する相談、

家庭内暴力やひきこもりの相談、アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症等精神保健

福祉に関する相談支援のうち、専門性が高く、複雑又は困難なケースに対して、総合的

技術センターとしての立場から保健所、市町村及び関係機関等と連携し適切な相談支援

等を行う。

(７) 当事者団体等の育成及び支援

当事者団体や家族会等について、県単位での活動を把握し、支援することに努める。

(８) 精神医療審査会の審査に関する事務

精神医療審査会は、精神障害者の人権に配慮しつつその適正な医療及び保護を確保す

るために、精神科病院に入院している精神障害者の処遇等について専門的かつ独立的な

機関として審査を行うため に設置された機関である。

精神医療審査会の事務局として、審査の客観性、独立性を確保できる体制を整え、精

神医療審査会の開催事務及び審査遂行上必要な調査その他当該審査会の審査に関する

事務を行っている。

(９) 精神障害保健福祉手帳の判定及び自立支援医療費（精神通院医療）の支給認定

法第 45 条第１項の規定に基づき申請された精神障害者保健福祉手帳の交付の可否及

び障害等級の判 定業務及び障害者総合支援法第 52 条第１項の規定による自立支援医療

（精神通院医療）の支給認定を 専門的な機関として行っている。

(10) 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律に係る業務

保護観察所等関係機関と相互の連携により必要な対応を行っている。

(11) 災害等における精神保健上の課題に関する相談支援

災害・事故・事件等に関連して生じた、住民の精神保健上の課題に対する相談支援に

ついて、医療機関、保健所、市町村等の関係機関と連携し、中核的役割を担っている。

(12) 診療や障害者福祉サービス等に関する機能

地域における診療、デイケア及び障害福祉サービス等の機能を確認し、必要に応じ、

地域で提供されていない機能を提供することも検討する。

(13) その他
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地域の実情により、必要な業務を行う。

４ 事業体系図（令和７年度）

企画立案 企画立案

技術指導・技術援助 技術指導・技術援助

教育研修 技術指導・技術援助

教育研修 教育研修

教育研修 教育研修

教育研修 教育研修

教育研修 精神保健福祉相談

教育研修 精神保健福祉相談

教育研修 技術指導・技術援助

教育研修 教育研修

教育研修

精神保健福祉相談

精神保健福祉相談

精神保健福祉相談

技術指導・技術援助 技術指導・技術援助

教育研修 技術指導・技術援助

普及啓発 教育研修

精神保健福祉相談 教育研修

精神保健福祉相談 普及啓発

組織育成 精神保健福祉相談

精神保健福祉相談

組織育成

調査研究

自殺対策 地域自殺対策推進センター ひきこもり支援 ひきこもり支援センター

管轄市町・保健所での会議等出席 管轄市町・保健所での会議等出席

市町自殺対策計画策定に係る研修会 ひきこもり家族教室メンター派遣事業

ゲートキーパー養成研修（一般・専門） ひきこもり支援従事者養成研修

ゲートキーパー講師養成研修 ひきこもり講演会

ゲートキーパーフォローアップ研修 ひきこもり対策連絡協議会

若年層自殺対策研修会 ひきこもり相談

自殺未遂者ケア研修会 居場所の利用促進

自死遺族支援者研修会 こころの緊急支援
チーム派遣

こころの緊急支援活動

災害時メンタルヘルスケア研修会 こころの緊急支援活動研修会

サイコロジカル・ファーストエイド(PFA)研修 法定業務 精神医療審査会事務

こころの電話相談 自立支援医療費（精神通院医療）・
精神障害者保健福祉手帳判定・認定事務

自死遺族のつどい 組織育成 静岡県精神保健福祉協会

自死遺族面談相談 （公社）静岡県断酒会

依存症対策 管轄市町・保健所での会議等出席 その他 管轄市町・保健所での会議等出席

依存症問題従事者研修 看護学生等への実習対応

アルコール問題を抱える家族への講演会 精神保健福祉業務基礎研修会

依存相談　　※依存症相談拠点 精神保健指定医会議

リカバリーミーティング 刊行物の発行

SBIRTSセミナー 一般相談

診療

静岡県電話相談機関連絡協議会

調査・研究 調査・研究報告
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５ 組織図 (令和７年４月１日現在)

６ 職員構成 （単位：人）

主査（兼）

所長 次長 参事 総務班 班長　１人
主任　１人

精神保健
福祉班 班　長　１人

主　査　４人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
うち１人育児休業令和9年3月まで　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         

主　任　２人                                                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                                         
技　師　２人

手帳手当班 班　長　１人
主　査　１人
主　任　１人
主　事　１人

医師 事務 保健師
臨床心理

技術者

精神保健

福祉士
計

所長 １ １

次長 １ １

主査 １ １

参事 １ １

総務班 ２ ２

精神保健福祉班 ４ ３※ ２ ９

手帳手当班 ３ １ ４

計 ２ ７ ４ ３ ３ 19

※うち育児休業 精神保健福祉班 臨床心理技術者 令和９年３月まで
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Ⅱ 事業実績
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１ 自殺対策

１ 概要

自殺対策基本法の目的である「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」に向け、総

合的に自殺対策に取り組んでいる。

静岡県では、自殺対策のモデル事業として、平成 18 年度に富士市において取組を開始し、働

き盛りの中高年を対象としたうつ病の早期発見・早期治療システムを、全国に先駆けて構築し

た。自殺対策の効果的な推進を図ることを目的に、平成 21 年度に設置された自殺予防情報セン

ターを平成 28 年度から地域自殺対策推進センターに改め、市町等と連携した自殺対策の推進

を図っている。

また、本県の自殺対策は、令和５年３月に策定した「第３次いのち支える“ふじのくに”自

殺総合対策行動計画」に基づき、取組目標としている「ゲートキーパー」※の養成をはじめと

する施策に取り組んでいる。

※ゲートキーパーとは、自殺や自殺関連事業に関する正しい知識を普及したり、自殺の危険を示すサイン

に気づき、声をかけ、話を聴き、必要に応じて専門家につなぎ、見守っていく人。

２ 技術指導・技術援助

３ 普及啓発

対 象 事 業 名 回数

県 相談・情報提供 １

保健所

１ 賀茂地域自殺対策ネットワーク会議

２ 熱海・伊東圏域自殺対策ネットワーク会議

３ 東部健康福祉センター自殺対策担当者情報交換会

４ 御殿場圏域自殺対策ネットワーク会議

５ 富士圏域自殺対策ネットワーク会議

６ 中部健康福祉センター自殺対策市町担当者連絡会

７ 西部自殺対策情報交換会

８ 相談・情報提供

１

１

１

１

１

１

１

42

市 町 相談・情報提供 41

その他 相談・情報提供(民間団体、報道機関、他県等) ０

計 91

項 目 内 容

ゲートキーパー・

自死遺族支援

１ 自殺予防週間の取組(９月)
ホームページへの掲載(９/２～９/16)

２ 自殺対策強化月間の取組(３月)
精神保健福祉だより作成(自殺対策特集)

３ その他
(1) ホームページへのちらしの掲載(通年)
(2) 年度当初の事業通知及びちらし等の送付
(3) 当所主催の研修等でリーフレット等の配付

若年層対策

１ 周知・広報（研修等で配布）

(1) 若年層自殺予防リーフレット

うちあけダイヤル・LINE 相談チラシ

２ 自殺対策強化月間の取組（３月）

(1) 静岡総合庁舎本館及び別館ロビーにポスター展示（３/３～

３/31）
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４ 研修

５ 相談

(1) 自死遺族支援

(2) こころの電話

平成２年度から、こころの健康づくり事業の一環としてストレス社会で急増するこころ

の悩みに対応する電話相談を実施した。

研修名 目 的 対 象 回数
参加

人数

ゲートキーパー

研修会（一般）

ゲートキーパーの役割、対応方法

についての理解を深める。

行政職員 １ 112

精神保健福祉業務

の新任職員
１ 53

看護学生 １ 110

消防学校 １ 18

ゲートキーパー

研修会（専門）

ゲートキーパーの役割や「メンタ

ルヘルス・ファーストエイド」を理

解し、ハイリスク者に対する適切

な初期支援方法の習得を図る。

市町、保健所、電話

相談員等の職員
１ 37

ゲートキーパー

講師養成研修会

自殺予防の役割を担うゲートキー

パーの養成講師として、必要な知

識や技術を身に付ける。

ゲートキーパー

専門研修受講者
１ 36

若年層自殺対策

研修会 ※１

若年層の抱える問題やリスク等に

関する基礎的な知識を習得する。

保健所、市町の自

殺対策担当課、教

育機関等の職員

1 －

自殺未遂者ケア

研修会

※１と同時開催

精神科医療機関等の職員を対象に

研修を行い、精神科における自殺

未遂者ケアの充実を図る。

精神科・身体科医

療機関、保健所等

の職員

１ 139

自死遺族支援者

研修会

自死遺族に関わる支援者が自死遺

族の心情や必要とされる支援を理

解し、日頃の業務に生かす。

行政、警察、消防、

医療、教育機関等

の職員

２ 14

計 10 519

事業名 内容 延回数 実人数 延人数

自死遺族面接相談

（すみれ相談）

自死遺族を対象に対面の個別相談を実施

する。（予約制）
19 22 22

自死遺族を対象に電話で個別相談を行う。 - - -

自死遺族のつどい

（わかちあいすみ

れの会）

自死遺族が安心して思いを語り、思いや体

験をわかちあえる場を提供する。
４ ９ 16
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ア 相談件数 ウ 相談内容別件数 （複数回答）

イ 障害区分別件数 （複数回答）

エ こころの電話相談員研修会及びケースカンファレンス

こころの電話相談員の資質を養いスキルの向上と情報の共有を図るため、３回の研修会

及びケースカンファレンスを実施した。

６ 地域自殺対策推進センター

管内自治体の自殺対策の推進のため、県内外の各自治体の自殺対策の取組、自殺統計等の情

報収集や提供、自殺対策事業及び計画推進のための助言をしている。

また、管内の各関係機関（保健所、市町、民間団体）に対して、人材育成として自殺未遂者

対策、自死遺族支援等の自殺対策に関する研修会を実施した。

性別 延件数

男性 1,201

女性 1,922

不明 36

計 3,159

障害別区分 件 数

器質性障害 72

物質乱用による障害 149

統合失調症など 641

気分障害 469

神経症性障害 209

身体的要因 198

人格･行動の障害 177

精神遅滞 61

発達障害 135

その他 86

不明 1,084

なし 102

計 3,383

ウ 相談内容別件数 （複数回答）

相談内容 件 数

家族に関する問題 1,036

社会的環境に関する問題 324

教育上の問題 20

職業上の問題 303

住居の問題 47

経済的問題 137

保健機関の問題 66

法律の問題・犯罪被害 19

その他の社会的問題 97

性の問題 26

医療機関の問題 230

不明確 827

なし 216

計 3,348
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２ 依存症対策

１ 概要

依存症者が適切な治療や支援につながることを目指し、県内の医療機関や自助グループの協

力を得て、依存相談やリカバリーミーティングを実施している。また、平成 30 年度からはアル

コール、薬物、ギャンブルの依存症相談拠点として相談業務を行っている。

依存症者本人や家族の個別相談を行う依存相談は、中部地区、東部地区、西部地区で開催し

てきたが、令和５年 12月から中部地区のみで実施している。

依存症者の回復のための、認知行動療法をベースにしたプログラムであるリカバリーミーテ

ィングは、中部地区、東部地区で開催してきたが、令和６年 10 月から中部地区のみで実施して

いる。

２ 技術指導・技術援助

３ 研修

依存症問題に関わる支援従事者を対象に、正しい依存症の知識の普及と支援技術の向上を目

指し、依存症問題従事者研修を行った。また、依存症当事者家族を対象に、依存症に関する基

本的な知識の普及と、社会資源の認知を広げることを目的に講演会を実施した。

対象 事業名 回数

県

１ 静岡県依存症対策連絡協議会

２ 薬物再乱用防止早期回復支援推進連絡協議会検討会

３ 静岡県アルコール健康障害対策連絡協議会

４ ネット依存対策推進事業企画運営会議

５ 静岡県ギャンブル等依存症対策連絡協議会

１

１

１

３

１

その他

１ 静岡県薬物依存のある刑務所出所者等地域支援連絡協議会

２ 東海北陸地区薬物中毒対策連絡会議

３ しずおか薬物よろず相談会

１

１

１

研修名 目 的 対 象 延日数 人数

依存症問題

従事者研修

依存症に関する相談対応の向上

や依存問題を有する人に対する

効果的な支援に関する基礎知識

を習得する。

行政機関、精神科医

療機関、相談支援事

業所等に所属する保

健師、精神保健福祉

士、相談員等

１ 88

アルコール問題

を抱える家族へ

の講演会

アルコール問題を抱える当事者、

その家族等の一般県民に対して、

正しい知識を普及し、早期に、各

相談窓口、医療機関、自助グルー

プ等必要な専門機関につながる。

アルコール問題を抱

える家族（一般県民）
１ 83
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４ 相談

(1) 依存相談

アルコール、薬物及びギャンブル等の依存症相談に応じることで、依存症当事者やその家

族に依存症に関する知識の普及、支援等を行った。

(2) リカバリーミーティング

依存症集団療法である SMARPP を取り入れたグループミーティングを実施することで、依

存症からの回復の一助となるとともに、自殺ハイリスク者ともされる依存問題のある人の地

域生活を支えた。

また、本ミーティングに継続的な参加を契機とし、地域の自助グループにつなげることで、

支援の強化を図った。

会場 相談日時（予約制） 相談員 実人数 延人数

静岡総合庁舎
第１・３木曜日、第２月曜日

午後１時～４時

精神保健福祉士

静岡県断酒会理事
39 39

計 39 39

会場 相談日時（予約制） スタッフ 実人数 延人数

静岡総合庁舎

第２・４火曜日

午後１時 30分～３時 30 分

通年開催

センター職員、回復者ス

タッフ（断酒会理事、ダ

ルクスタッフ）

８ 64

計 ８ 64
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３ ひきこもり対策

１ 概要

平成 11 年度から取り組んできたひきこもり支援は、健康福祉センターとの連携の下に実施

してきたが、相談ニーズに応じた支援を的確に行うため、平成25年度から精神保健福祉センタ

ー及び県内７か所の健康福祉センターにひきこもり支援センターを設置した。精神保健福祉セン

ター内に相談専用電話を設置し、相談窓口を一本化して、統一的な対応による支援の強化を図っ

てきた。また、社会参加のステップとなる環境を整えた居場所の利用を促すとともに、最適な社

会資源を紹介する等利用者の状態に応じた最適な支援を行っている。

２ 技術指導・技術援助

３ 普及啓発

(1) リーフレットの配布

ひきこもり支援センターの事業内容を周知するリーフレットを関係機関との会議等で配

布した。また、ひきこもりに対する知識と対応についての理解を深めるためのリーフレット

についても、各健康福祉センターや関係会議等で配布した。

(2) 精神保健福祉センターホームページ更新

(3) 各市子ども若者支援マップに県ひきこもり支援センター相談窓口の掲載(富士市、藤

枝市等)

(4) ひきこもり支援センターだよりの発行

(5) 県民だよりに相談窓口の掲載

４ 研修会、協議会等

(1) 各種研修会の開催

(2) 静岡県ひきこもり対策連絡協議会の開催

ひきこもり支援に取り組む関係機関が一堂に会し、福祉分野と教育分野との連携の方法、

県が行う市町支援について等を協議した。

対象 事業名 回数

保健所

１ 地域連絡協議会（賀茂、熱海、御殿場、東部、富士、中部、西部）

２ ひきこもり対策連絡協議会

３ ひきこもり対策事業担当者会議

４ 居場所設置運営事業担当者会議

５ ひきこもり家族交流会講師

６ ひきこもり支援所管課市町会議

７

１

４

２

１

１

その他 浜松市企画検討委員会オブザーバー ２

内 容 目 的 対 象 人 数

ひきこもり
支援従事者
養成研修

ひきこもり状態にある当事者やその家族の
早期発見、早期対応のための基本的な知識や
支援方法を習得するとともに地域における
円滑な連携を促進する。

保健所、市町、社
会福祉協議会等
のひきこもり支
援従事者

午前 78 人
午後 32 人

ひきこもり

家族交流会

（全県版）

ひきこもり問題を抱える家族同士が、健康福
祉センター開催の家族交流会とは異なる家
族やメンターと情報交換や交流をすること
で、より多くの家族のあり方、考え方、経験
に触れる機会を作る。

静岡県で関わっ
ているひきこも
りに悩む家族

５人

ひきこもり

講演会

一般県民がひきこもり問題について、正しい

知識や対応方法を学ぶとともに、静岡県ひき

こもり支援センターの役割を知る。

一般県民、ひき
こもり支援に
携わる者

101 人
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５ 相談

(1) ひきこもり支援センターの運営

ア 開設日：月～金曜日 午前８時 30 分～午後５時 15 分

（専用電話受付 午前 10時～12 時、午後１時～３時）

イ 体 制：精神保健福祉センターに専用相談窓口を開設し、一元的に相談を受けた上で、

精神保健福祉センター及び県内２か所の健康福祉センターに配置したひきこも

り支援コーディネーター（５人）が面接相談に応じ、政令市を除く全県を網羅

した一体的な支援体制を確保している。

ウ 電話・来所・訪問相談等件数（延べ）

開催日 令和８年２月 17 日

委員
出席者
16 人

学識経験者 静岡大学教授

教育関係
県教育委員会（義務教育課、社会教育課、高校教育課）、県私学
振興課、静岡県総合教育センター、子ども・若者相談センター
「アンダンテ」

労働関係 静岡労働局、県労働雇用政策課

福祉関係
県障害福祉課、県福祉長寿政策課、県社会福祉協議会、県精神
保健福祉センター

家族会 KHJ 静岡県いっぷく会

政令市 静岡市子ども若者相談センター、浜松市精神保健福祉センター

方法 精神保健福祉センター 健康福祉センター 計

電話相談 103 176 279

来所相談 46 340 386

同行支援 ０ 13 13

訪問相談（本人） ０ 19 19

訪問相談（家族） ０ 15 15

訪問相談（本人＋家族） ０ 14 14

家族教室・交流会 ０ 105 105

ケースカンファレンス ０ 174 174

連絡調整 79 800 879

社会資源調査 11 ０ 11

問合せ 157 232 389

計 396 1,888 2,284

エ 相談者別件数（延べ）

相談者 精神保健福祉センター 健康福祉センター 計

母 37 480 517

父 10 80 90

両親 11 34 45

本人 60 220 280

本人＋家族 12 58 70

その他の家族 18 63 81

その他 248 953 1,201

計 396 1,888 2,284
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オ 本人年齢別人数（実人数）

(2) ひきこもり家族教室メンター派遣事業

ひきこもりの状態を解消、軽減した家族（メンター）が同じ悩みを経験してきた者とし

て支援することが有効であることから、ひきこもり家族教室メンター派遣事業を実施し、

家族に寄り添った支援に配慮している。

(3) 居場所の利用促進

ひきこもり当事者が身近な地域で社会参加の第一歩を踏み出すための場所として、ひき

こもりの居場所は設置されている。ひきこもり支援センターの相談者の中で居場所利用が

望ましい方に対して、居場所の利用を促した。

※委託は、県障害福祉課が実施。

年齢 精神保健福祉センター 健康福祉センター 計

15 歳以下 ５ ８ 13

16 歳-18 歳以下 ５ 16 21

19 歳-29 歳以下 19 88 107

30 代 12 59 71

40 代 ８ 36 44

50 代 11 20 31

60 代 １ ３ ４

70 代 ０ ０ ０

不明 12 ３ 15

計 73 233 306

派遣先 回 数 人 数

東部健康福祉センター ２ ２

中部健康福祉センター １ ２

西部健康福祉センター １ １

計 ４ ５

登録者数 ６世帯７人（夫婦１組 父親のみ１人 母親のみ４人）

地域 名称 開設場所 開催日時 委託先
利用者
延人数

賀茂 めばえ
下田市中央
公民館他

（下田市）

毎週水曜
13:00～17:00

特定非営利活動法人
青少年就労支援

ネットワーク静岡
192

東部 とっこ
生きいきプラザ
（伊豆市）

毎週金曜
12:45～16:45

特定非営利活動法人
臨床心理オフィス

Be サポート
100

東部 なごみ
Be サポート
事務所３階
（沼津市）

毎週木曜
10:00～15:00

特定非営利活動法人
臨床心理オフィス

Be サポート
192

中部 みなと
ウェルシップ

やいづ
（焼津市）

毎週土曜
13:00～17:00

特定非営利活動法人
サンフォレスト

124

西部 ひとむれ
こひつじ診療所
デイケア施設
（袋井市）

毎週月曜
13:00～17:00

社会福祉法人
デンマーク牧場福祉会

182

西部
ひとむれ

（ミドル世代
グループ）

こひつじ診療所
デイケア施設
（袋井市）

毎週木曜
９:00～13:00

社会福祉法人
デンマーク牧場福祉会

164

計 954



- 15 -

４ こころの緊急支援活動

１ 概要

阪神・淡路大震災や大阪池田小学校事件の経験から、災害や事件を経験した人に対する「こ

ころのケア」は精神保健上の重要な課題であることが明らかになった。危機事態にあっては、

初動体制を迅速かつ的確に構築することで、当事者のストレス障害の二次的な拡大が予防でき

ると指摘されている。

静岡県では、平成 16 年度から学校等における事件・事故の直後にこころの緊急支援を行う

「こころの緊急支援活動事業」に試行的に取り組み、平成 18 年６月から本格的に開始した「こ

ころの緊急支援チーム」の派遣体制を確保し、危機発生時には出動要請に対して迅速に職員を

派遣している。

また、危機発生時のこころのケアに関する研修を実施し、関係機関職員への意識の啓発等の

取り組みを行っている。

２ 研修

３ 機関連携

(1) 教育関係部署との連絡会

(2) 事業説明及び協力依頼、研修

４ 相談

派遣依頼件数：０件

相談対応件数：１件

研修名
学校等における児童生徒等の自殺対策研修会（Web）

※若年層自殺対策研修会・自殺未遂者ケア研修会と同時開催

日 程 令和７年 12 月 15 日

会 場 オンライン開催

参加者 139 人

対 象 教員、教育委員会職員、スクールカウンセラー等学校関係者、行政職員等

内 容 講義
「事前予防から事後対応までの体制づくり」

「学校における危機発生時のこころのケア」

日 程 令和７年７月 25 日

会 場 五風来館 A 会議室

参加者 11 人

対 象 県教育委員会、私学振興課、障害福祉課

内 容
こころの緊急支援チーム派遣の事業説明、各機関での対応状況、こころの緊急支

援対応事案の共有

令和７年４月 23 日 私学協会から各学校への事業説明（資料提供）

令和７年４月 22 日

５月９日

市町教育委員会生徒指導担当者連絡会議における事業説明（資料提

供）

令和年７年５月 15 日
静岡県高等学校等副校長・教頭会総会及び研究協議会における事業

説明
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５ 精神医療審査会事務

１ 概要

病院管理者から提出される医療保護入院届等を受理し、入院の必要性の有無及び処遇の適否

並びに入院患者又はその家族等からの退院や処遇改善請求について、精神医療審査会の運営及

び審査遂行上必要な事務を行っている。

２ 実績

(1) 審査状況

・審査件数は当年度受理し審査した件数で、審査結果には、前年度受理し当年度審査した

件数を含む。

・令和７年度退院等請求の受理件数は 69 件で、うち 53 件の審査を行った。

(2) 精神医療審査会専用電話受理実績

区 分
医療保護入院者

入 院 届

措置入院者

定期病状報告

医療保護入院者

入院期間更新届

措 置 入 院

決定報告書

退 院 等 の

請 求

審査件数 2,231 10 2,132 37 53

審査

結果

入院継続 2,233 10 2,196 35 39

入院形態変更 ０ ０ ０ ０ ０

退院が適当 ０ ０ ０ ０ １

処遇は適当 ０ ０ ０ ０ 13

処遇は不適 ０ ０ ０ ０ ０

審査中 29 ０ 27 ２ １

退院・処遇改善等の請求に関するもの 129 件

その他の電話相談 598 件
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６ 自立支援医療費（精神通院医療）・

精神障害者保健福祉手帳判定・認定事務

１ 概要

地域における精神障害者への安定した医療の提供や、社会復帰及び自立と社会参加の促進を

目的として、自立支援医療費（精神通院医療）の判定・認定及び精神障害者保健福祉手帳の判

定・交付に関する業務を実施している。精神障害者保健福祉手帳、自立支援医療費(精神通院医

療)の情報の副本を、情報提供ネットワークシステムに登録している。

２ 実績

(1) 判定会開催 24 回（月２回）

(2) 判 定 委 員 精神科医師６人（輪番制で１回の判定会には３人の医師が出席）

(3) 判定・認定実績

ア 自立支援医療費（精神通院医療）

イ 精神障害者保健福祉手帳

実績

項目
件数

判定会承認件数 17,161

受給者証
発行件数 46,133

所持者数 34,282

実績

項目
件数

判定件数
新規申請 2,712

更 新 5,149

交付件数
新規申請 2,315

更 新 8,442

転出及び死亡等による返還数 402

障害等級別手帳所持者数

１ 級 1,453

２ 級 13,018

３ 級 6,390

計 20,861
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７ 組織育成

１ 概要

地域における精神保健福祉の向上を図るため、地域住民による組織的活動の活性による県域

単位での家族会、患者会、社会福祉事業団体などの組織育成を行い、また、保健所、市町並び

に地区単位での組織の活動に協力する。

２ 目的

地域における精神保健福祉の向上のための、地域における組織的活動の活性

３ 実績

（単位：回）

※回数は、支援・協力の回数を計上する。同日に複数人が従事した場合であっても、１回の

カウントである。

※保健所、市町の活動に対する支援や協力は、「技術指導・技術援助」に計上する。

※組織育成に該当する支援や協力であっても、当センターの事業として他に計上したものに

ついては、「組織育成」に重複計上しない。

組織名 内容 回数

静岡県精神保健福祉協会 総会、運営委員会、研修会、こころの健康フェア等 21

（公社）静岡県断酒会 ＳＢＩＲＴＳ普及促進セミナーin 静岡 １
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８ その他

１ 技術指導・技術援助

２ 普及啓発

県民の精神保健福祉に対する理解を深めるため、刊行物の発行、ホームページの更新、講演

会の開催等の様々な広報活動を実施している。

(1) 刊行物

(2) ホームページの更新

精神保健福祉センターの業務紹介、刊行物、研修会及び講演会の案内を掲載した。

対象 事業名 回数

県

＜災害＞

１ 静岡ＤＰＡＴ研修

２ 災害時メンタルヘルスケア研修

＜社会復帰＞

１ 静岡県自立支援協議会地域移行部会研修ワーキング

２ 静岡県自立支援協議会地域移行部会ピアワーキング

３ 静岡県自立支援協議会地域移行部会事務局会議

４ 精神障害者地域移行定着推進研修

５ 静岡県ピア交流会

６ 入院者訪問支援事業推進会議

＜その他＞

１ 措置業務連絡会

２ 精神科救急医療システム連絡調整委員会検討会

３ 精神保健指定医会議

１

１

４

４

５

１

１

１

５

１

１

保健所

＜その他＞

１ 年度当初技術支援希望意向確認の打合せ

２ 精神保健福祉業務連絡会

３ 健康福祉センター等精神保健福祉士連絡会

７

２

３

その他

＜その他＞

１ 学生実習受入れ

（静岡福祉大学 浜松医科大学 静岡県立大学）

２ 精神看護学県立大看護学部講義

３ 精神看護学県立看護専門学校講義

３

１

３

名称 号 内容

精神保健福祉だより
No.133

No.134

当センター、県内の関係団体等の精神保健福祉に関す

る活動や情報を集めた情報誌を作成し、全国精神保健

福祉センター、各健康福祉センター及び各市町にメー

ルで発信した。

静岡県精神保健福祉

センター所報
No.55

当センターの令和６年度の活動実績をまとめ、全国精

神保健福祉センター、各健康福祉センター及び各市町

にメールで発信した。

静岡県ひきこもり

支援センターだより

Vol.18

Vol.19

ひきこもり支援センターの相談体制や当センターが主

催する交流会の案内をメール、郵便で発信した。
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３ 研修

精神保健医療福祉業務従事者の資質の向上を図るため、保健所、市町、障害者支援施設、医

療機関等の関係者を対象に研修を実施している。

４ 相談

精神保健及び精神障害者の福祉に関して、保健所及び関係諸機関と協力し、各種精神保健福

祉相談を実施するとともに、診療を行っている。

(1) 相談件数 (2) 初回相談者の相談理由

研修名 内 容 対 象 延日数 延人数

精神保健福祉業務

基礎研修会

精神保健福祉業務を実施する

ための基礎的な知識を学ぶ。

新任の精神保健福

祉業務担当者等
２ 107

精神保健指定医

会議

精神保健指定医の役割と精神

保健福祉行政の理解を深める。
精神保健指定医等 １ 55

事業名 内容 相談日・開設時間

一般相談
こころの問題に悩んでいる本人及び家族を

対象に予約制の面接相談を実施する。
随時

診療

昭和 59 年に診療所を開設し、平成 17 年度

からは、ひきこもりを主訴とした本人及び

家族に対応するひきこもり専門外来を開設

したことで、医療支援の強化を図る。

一般診療：毎週水曜日の午前

ひきこもり専門外来：毎週水

曜日の午前

※いずれも予約制

実人数 １

延べ人数 １

相談理由 件 数

家族の問題 １

社会的環境 ０

教育上の問題 ０

職業上の問題 ０

住居の問題 ０

経済的問題 ０

保健機関の問題 ０

法律・犯罪 ０

その他 ０

計 １
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（参考）事業の根拠法令等

根拠法令等

事業項目番号

１

自殺

対策

２

依存

症対

策

３

ひき

こも

り支

援

４

ここ

ろの

緊急

支援

活動

５

精神

医療

審査

会

６

自立

支援

７

組織

育成

８

その

他

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

精神保健福祉センター運営要領 ○ ○ ○ ○ ○ ○

自殺対策基本法 ○

自殺総合対策大綱 ○

アルコール健康障害対策基本法 ○ ○

ギャンブル等依存症対策基本法 ○ ○

生活困窮者自立支援法 ○

生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱

（ひきこもり対策推進事業実施要領）
○

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律
○

精神障害者保健福祉手帳制度実施要領 ○

自立支援医療（精神通院医療）支給認定実施

要綱
○

心の健康づくり推進事業実施要領 ○

精神保健福祉センターにおける特定相談事

業実施要領
○
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Ⅲ 調査・研究報告
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１ 学会発表等

本県における取組の効果や今後取り組むべき課題を明らかにし、研究会等で発表した。

研究名及び発表場所等 内 容

(1)

静岡式ひきこもり評定尺度の得点変化

からみたひきこもりの居場所継続利用

者本人と家族の変化

令和７年10月27日（月）、28日（火）

第 61回全国精神保健福祉センター研究

協議会（静岡）

２年以上居場所を継続利用している利用者の

内、１年後と２年後の本人用変化の指標の評価

をした 25 人と、その 25 人の中で１年後と２年後

の家族用変化の指標の評価をした 14 人を対象

に、変化の指標の得点変化を分析、考察した。

本研究の結果から、居場所を継続的に利用す

ることは、本人のペースに合わせた社会参加を

促し、本人や家族の状態は行きつ戻りつしなが

らも、家族間の関係の改善や、面接場面や家族間

でよりオープンに将来の見通しについて話し合

う機会が増える等の肯定的な変化に繋がってい

ることが示唆された。

(2)

「ふじのくにゲートキーパー講師養成

研修」受講者の受講前後における自己

効力感の変化について

令和８年２月 10 日

第 62回静岡県公衆衛生研究会（グラン

シップ）

令和元年度の先行研究で実証された講師養成

研修の効果について、同様の研修及び質問紙調

査を継続し、サンプルサイズを大きくすること

で先行研究の結果を検証した。また、サンプルを

経験年数で区分した分析を加えることで、今後

の本研修事業に必要な取組について検討した。

本研究から、講師養成研修は、年齢や相談経験

年数に関わらず、受講者の自己効力感の向上に

効果があることがわかった。特に、若年層や相談

経験年数が短い者でも、受講することによって

自信を持って講師ができるようになることを周

知したい。



- 24 -

表１ 本人用静岡式ひきこもり評定尺度

表２ 家族用静岡式ひきこもり評定尺度

２ 発表抄録

（１）静岡式ひきこもり評定尺度の得点変化からみたひきこもりの居場所継続利用者本人と家族の変化

静岡県精神保健福祉センター

○猪又準圧 鶴田康介 市川のぞみ 内田勝久

１ はじめに

静岡県は 2013 年に静岡県ひきこもり支援センター（以下「センター」という）を設置し、ひきこ

もりに悩む本人や家族の電話相談、来所相談等の支援を行っている。2016年９月からは県内４か所に

居場所を開設し、2018 年５月に５か所、2020 年 12 月には６か所に増設して本人の支援を行ってい

る。

本研究では、居場所での支援が、居場所以外での本人、家族自身、家族関係等の肯定的な変化

につながっているかを明らかにすることを目的とする。そのために、２年以上居場所利用登録を

継続している 58 人の内、本人又は家族面接等を継続的に行い「静岡式ひきこもり評定尺度」（以

下「変化の指標」という）を用いて１年後と２年後の状態を評価できたケースを対象に、変化の

指標の得点変化を分析、考察したので報告する。

２ 方法・結果

（１）居場所の利用実績および分析対象者

2016 年９月～2025 年３月末までの居場所の利用延べ人数は 5,298 人、実人数は 81 人であった。

81 人の内、居場所の利用登録が２年以上継続している人数は 58 人であった。その内、１年後と

２年後の本人用変化の指標の評価をした 25 人（男性 16 人、女性９人。10 代３人、20 代 11 人、30

代７人、40 代４人）、25人の中で１年後と２年後の家族用変化の指標の評価をした 14 人（男性９

人、女性５人。10代２人、20 代７人、30代３人、40 代２人）を分析対象とした。

（２）評価方法

変化の指標を用いて、居場所初回利用時の変化の指標の得点平均と１年及び２年後の得点平均

を t 検定により比較した。また変化の指標のどの項目で変化が大きいかについて、初回利用時、

１年及び２年経過時を比較し、分析した。変化の指標は、県ひきこもり支援センター職員が初回

面談時から半年ごとに評定しているものであり、項目は本人用も家族用も、10 項目２件法、10 点

満点である（表１、表２）。

（３）居場所利用開始時、開始１年後及び２年後の本人用変化の指標の比較

２年以上居場所利用を継続し、利用開始時、利用開始１年後と２年後の変化の指標を評価でき

た 25 人について、変化の指標合計得点の平均値を t検定により比較した結果（図１）、利用開始

得点 ／10

S1 自室から出てくる

S2 暴力・暴言が減った（元々ない）

S3 口論・喧嘩が減った（元々ない）

S4 本人が家族と雑談できる

S5 本人が他者と交流がない場に外出できる

S6 本人が他者と関わりあう場に外出できる

S7 社会参加に向けて話題にできる

S8 社会参加に向けて具体的に行動している

S9 継続的な社会参加をしている

S10 就労・就学（パート・アルバイト）している

得点 ／10

P1 家族が継続的に相談機関に出向く

P2 家庭内で焦り・不安が和らいでいる

P3 家庭内で本人の対応について協力する体制にある

P4 家庭内で本人が追い詰められない

P5 家庭内で本人と緊張せずにいれる

P6 家庭内で本人と話すことができる

P7 家庭内で本人に相談機関に行っていることを話せる

P8 家庭内で本人と将来のことについて話せる

P9 家庭内でひきこもり状態を受け入れられている

P10 家庭内で本人にこだわらず家族の生活を楽しめる（例：家族

が趣味を持つ、家族が働き始めた など）外出できる
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時と１年後の変化の指標合計得点の平均値の間に P<0.05 水準で有意差が認められた。また、利用

開始時と２年後の変化の指標合計得点の平均値の間に P<0.01 水準で有意差が認められた。また、

本人用変化の指標項目別該当者の割合を出し、結果は図２のとおりだった。

（４）居場所利用開始時、開始１年後及び２年後の家族用変化の指標の比較

２年以上居場所利用を継続し、利用開始時、利用開始１年後と２年後の家族用変化の指標の評

価ができた 14 ケースについて、変化の指標合計得点の平均値を t 検定により比較した（図３）。

その結果、利用開始時と２年後の家族用変化の指標合計得点の平均値の間に P<0.05 水準で有意

差が認められた。また、家族用変化の指標項目別該当ケースの割合を出し、結果は図４のとおり

だった。

３ 考察

居場所を継続的に利用することで、本人と面接場面で社会参加について話題にしやすくなる

（S7）という変化が見られた。２年経過時の結果からは、居場所につながり続けることで、社会

参加に向けた具体的な行動が増え（S8）、継続的な社会参加（S9）や、就労・就学（S10）につな

がることが示唆された。

居場所を利用した結果、就労等も含めた社会参加に結びつくという変化が確認され、居場所が

社会参加に向けた中間的な役割を果たすことができていることが示唆された。

本人が居場所を継続的に利用することで、家族に肯定的な変化が見られたが、一方で、家族用

変化の指標の居場所利用開始１年後と２年後の結果を比べると、１年後と比べて２年後には、家

族の焦りや不安が高まる（P2）、本人を家庭の中で追い詰める（P4）等の場面も出てくることが示

唆された。ただ、家族用変化の指標の２年経過時の結果には、家族間で協力体制を取ることがで

き（P3）、家族自身の自分の人生を楽しむことができるようになっていく（P10）という結果が出

ており、家族は支援者とつながり続け、家族同士で支え合いながら、本人と向き合っていく過程

が表れているのではないかと考える。

今後も居場所利用者本人及び家族の変化についてのデータを蓄積し、より精度の高い居場所利用

による本人及び家族の変化について分析を行っていくことが望ましい。
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（２）「ふじのくにゲートキーパー講師養成研修」受講者の受講前後における自己効力感の変化について

精神保健福祉センター ○末永佑弥 市川のぞみ 望月彩加 大長みなみ 内田勝久

女性相談支援センター 山田ゆかり

１ はじめに

平成 18 年に自殺対策基本法が施行され、平成 19年に自殺総合対策大綱（以下「大綱」という）

が制定された。大綱の中にゲートキーパー養成事業が盛り込まれ、この事業は「自殺対策に係る

人材の確保、養成及び資質の向上を図ること」として国の重点施策の一つになっている。精神保

健福祉センター（以下「当センター」という）では平成 24年度よりふじのくにゲートキーパー養

成事業実施要領（以下「要領」という）に基づき、自らがゲートキーパー（以下「GK」という）

の役割を果たすこと、さらに講師として地域における GK を養成する人材育成を目的とし、「ふじ

のくにゲートキーパー講師養成研修」（以下「講師養成研修」という）を実施してきた。令和元年

度の先行研究では、講師養成研修の効果測定として研修前後に実施している質問紙調査「自殺予

防におけるゲートキーパー自己効力感尺度」（以下「GKSES」という）の結果分析から、うつ病や

自殺についての理解度、GK の役割を果たすことに対する自己効力感が受講後では明らかに増加し、

講師養成研修の効果が示唆された。（久保田，2019）（１）

この調査を継続し、サンプル数を増やしての検証と、新たに若年層と中高年層の比較を加えて

経験年数や年代による違いの有無についても検証を加えた。

２ 目的

先行研究で実証された講師養成研修の効果について、同様の研修及び質問紙調査を継続し、サ

ンプルサイズを大きくすることで先行研究の結果を検証する。また、サンプルを経験年数で区分

した分析を加えることで、今後の本研修事業に必要な取組みについて検討する。

３ 方法

GKSES(２)は、自殺予防において GKの役割を担う際に、どの程度、その役割について自信を持っ

て果たすことができるかどうか、つまり自己効力感があるか否かを９項目の質問について「絶対

自信がある」から「ぜんぜん自信がない」までの 7 段階で測定する尺度として用いられている（表

１、２）。今回、「ふじのくに GK 研修 講師用テキスト」（３）を用いて当センターが主催した講師

養成研修の受講者を対象にして、研修前後で GKSES を用いて調査を行い、研修前に抱いていた GK

に関する自己効力感がどの程度変化するのかを調べた。

評価方法は、得られた質問紙調査結果において、GKSES の７段階評価をそのまま点数として扱

い、各質問項目の参加者の平均値、標準偏差を算出し、得られた結果から受講前後の点数の比較

を行った。また統計は t 検定を行い、５％水準で有意差有りとした。

調査の対象者は、令和元年から令和７年度に開催された講師養成研修の受講者 235 人である。

４ 結果

質問紙調査は講師養成研修受講者 235 人に実施し、226 人から回答を得た。回収率は 96.2％で、

　表１．質問項目
問１　自殺を行う人の心理について説明できる
問２　うつ病に関する基本的な知識について知っている
問３　自殺の可能性のある人に接する上で適切な態度について知っている
問４　自殺やうつのサインについてわかる
問５　自殺の可能性のある人の話を傾聴することができる
問６　「死にたい気持ち」や自殺計画を落ち着いて尋ねることができる

問７　自殺衝動のある人の相談を受ける場合、落ち着いた対応ができる

問８　自殺の可能性のある人が用いることができる社会資源を知っている

問９　自殺の可能性のある人について必要な紹介先につなげることができる

表２．７段階評価
7 絶対自信がある
6 だいぶ自信がある
5 少し自信がある
4 どちらともいえない
3 やや自信がない
2 少ししか自信がない
1 ぜんぜん自信がない
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図４ 相談経験３年以内の平均値、標準偏差

性別は男性 19％、女性 81％であった。年齢構成では 20 代が最も多く、次いで 30 代、40 代、50

代であった。所属では市町が半数以上を占め、県は 20％であった。

質問紙回答者 226 人の各質問項目に対する平均値と標準偏差を算出したグラフは図１のとおり

である。受講前の平均値の幅は 3.3～3.9 であり、受講後は 4.4～4.9 に上昇した。またｔ検定を

実施したところ、全ての質問項目において有意な差が認められた。

参加者を 39 歳以下（以下「若年層」という）と 40 歳以上（以下「中・高年層」という）に分

け、同様に平均値と標準偏差を算出した。さらに各質問項目において若年層と、中・高年層の受

講前の回答結果を基にｔ検定を実施したところ、質問項目３、７、８、９において、２群間で有

意な差が認められた。（図２、３）また、受講者を相談年数３年以内と４年以上に分け、同様に検

定を実施したところ、質問項目１、５を除いた全ての項目で２群間で有意な差が認められた。（図

４、５）

＊：受講前後での比較で 5％有意差あり（ｎ＝226）

（対応のあるｔ検定）

△：若年層（ｎ＝133）と中・高年層（ｎ＝92）

との比較で、5％有意差あり（対応のないｔ検定）

□：相談経験３年以内（ｎ＝153）と相談経験４年以上

（ｎ＝64）との比較で、5％有意差あり

（対応のないｔ検定）

５ 考察

質問紙調査を講師養成研修の前後で実施した結果、全質問項目で評価が上昇し、有意差が確認

されたことから、受講者の GK に対する理解度とともに自己効力感が受講後に高まったと考えら

図２ 若年層の平均値、標準偏差

図５ 相談経験４年以上の平均値、標準偏差

図３ 中・高年層の平均値、標準偏差

図１ 参加者全体の平均値、標準偏差
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れる。年齢や相談経験年数で分けた場合も同様の結果が得られたことから、受講者の年齢や経験

年数に関わらず、研修を受けることによって自己効力感を高めることができることが示唆された。

また、自己効用感のばらつきがが受講後には小さくなったことから、受講後は皆が同程度に自己

効力感を持つ状態に変化したといえる。しかし、受講後においても問６、７については、他項目

に比べ自己効力感にばらつきが大きかった。これについては、受講後に対人援助や自分自身が講

師として GK の養成を実施していくことで高まることが予想されるため、研修終了後から３～６

か月後に再度調査を実施し、対人援助や研修実施状況及び受講者の理解度、自己効力感の変動の

有無について明らかにしていきたい。

若年層と中・高年層を比較すると、受講前ではほとんどの質問項目において、若年層で平均値

が低く自己効力感にばらつきが大きく、問３、７、８、９で２群間に有意差が認められた。自殺

のリスクの高い人への対応の実際については中・高年層の場合、これまでの経験も踏まえ、様々

な情報、スキルを持っていたため、若年層に比べて平均値が高かったと考えられる。しかし、受

講後は平均値、自己効力感のばらつきは、２群間で大きな差は見られなかった。相談経験年数が

３年以下と４年以上で比較した場合も受講前は経験年数が短いほど平均値、自己効力感のばらつ

きが大きく問１、５を除いて２群間で有意差が認められたが、受講後においては２群間で大きな

差は見られなかった。つまり、研修を受講することで、うつ病や自殺のサインについて理解を深

めること、自殺のリスクが高い人への対応方法、社会資源について知ることができ、年齢やこれ

までの経験に関係なく、自信を持って GK としての役割を果たし、地域における新たな GK を養成

していくことに対し自己効力感が増したものと考えられた。

以上のことから、講師養成研修は、年齢や相談経験年数に関わらず、受講者の自己効力感の向

上に効果があることがわかった。特に、若年層や相談経験年数が短い者でも、受講することによ

って自信を持って講師ができるようになる事を周知したい。

平成 23 年度から日本の自殺者数は減少傾向にあるが、先進国の中では依然として高い傾向に

あるのが現状である。自殺対策は生きることの包括的な支援といわれており、様々な人や団体が

地域レベルで連携し、支援対象者がその人らしく生きるために支援していくことが重要である。

当センターでは、今後も講師養成研修を継続的に実施していきたい。

また受講者が保健福祉等の従事者を対象に実施する GK 研修については、講師養成研修の要素

を取り入れる等、対象者に応じた講義や演習内容の工夫等についても検討していきたい。
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